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序　　　　　文

エジプト・アラブ共和国では、雇用の拡大や貿易赤字の解消を目的とする産業振興の一環とし

て、輸出産業への投資促進策がとられており、その中で公的企業の段階的な民営化による産業の

活性化も進められていますが、多くの企業はこれまでの保護政策下で十分な国際競争力を身につ

けていない状況です。

また、自動車や一般機械などの部品の製造をはじめ、基幹となる産業を支えるうえで重要な役

割を担う中小企業を中心とした産業開発が国家計画の最優先課題となっていますが、基本的な技

術並びに品質管理が弱く、産業の競争力強化を阻害する要因となっていることから、早急な改善

が必要な状況です。

かかる状況下、エジプト政府は、1998 年 8 月、我が国に対し、エジプトにおける金属学の研究

開発及び民間企業への技術サービス提供で中核的な役割を担う政府組織である中央冶金研究所（

CMRDI：Central Metallurgical Research and Development Institute 、鉱石評価・資源選鉱、冶

金、金属加工、溶接、管理部門の 5 部門に約 500 人の人員（内約 30％が研究員）を擁す政府組織）

の鋳造、金属加工、材質、熱処理、評価試験に関する技術力を向上・強化することを目的とする

プロジェクト方式技術協力を要請してきました。

これを受け、我が国は、1999 年 4 月に JICA をベースとした事前調査団を派遣し、プロジェクト

の要請背景・実施体制の確認、要請各分野に関するニーズ、エジプト側の技術レベルの調査等を

実施しており、その結果に基づき、技術移転分野・項目を絞り込み、協力形態・内容、また日本・

エジプト双方の投入計画（案）の検討を行いました。

その後、1999 年 9 月には第 1 次短期調査を、2000 年 2 月には第 2 次短期調査を実施し、より具

体的な協力形態、技術移転分野項目、供与機材、方法、技術協力計画（案）、活動計画（案）、暫定

実施計画（案）などについて協議し、基本的な内容については日本・エジプト双方で合意に到って

います。

本実施協議調査においては、これまでの調査結果を踏まえ、日本・エジプト双方の責任分担を

再確認するとともに、具体的な協力内容 及び実施計画について協議し、最終的に合意した内容を

討議議事録（R ／ D）とミニッツ（M ／ D）に取りまとめたうえ、署名・交換を行いました。

本報告書は、同調査団の調査結果をまとめたものです。

ここに本調査団の派遣に関し、ご協力いただいた日本・エジプト両国の関係各位に対し謝意を

表するとともに、今後のご支援をあわせてお願いする次第です。

2000 年 4 月

国 際 協力事業団　　

理事　大 津　幸男　　
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第 1 章　実施協議調査団の派遣

1　調査団派遣の背景と経緯

エジプト・アラブ共和国では、慢性的な貿易赤字の解消をも視野に入れ、輸出産業への投資促

進策がとられており、公的企業の段階的な民営化による産業の活性化も進められている。しかし、

多くの企業はこれまでの保護政策下で十分な国際競争力を身につけていない。

また、自動車や一般機械などの部品の製造をはじめ、産業を支えるうえで重要な役割を担う中

小企業を中心とした産業開発が、国家計画の最優先課題となっているが、基本的な技術並びに品

質の管理が欠落しており、産業の競争力強化を阻害する要因となっていることから、それを早急

に改善する必要に迫られている。

かかる状況下、エジプト政府は、1998 年 8 月、我が国に対し、エジプトにおける金属学の研究

開発及び民間企業への技術サービス提供で中核的な役割を担う政府組織である中央冶金研究所（

CMRDI：Central Metallurgical Research and Development Institute 、鉱石評価・資源選鉱、冶

金、金属加工、溶接、管理部門の 5 部門に約 500 人の人員（内約 30％が研究員）を擁す政府組織）

の鋳造、金属加工、材質、熱処理、評価試験に関する技術力を向上・強化することを目的とする

プロジェクト方式技術協力を要請してきた。

これを受け、我が国は、1999 年 4 月に JICA をベースとした事前調査団を派遣し、プロジェクト

の要請背景・実施体制の確認、要請各分野に関するニーズ、エジプト側の技術レベルの調査等を

実施し、その結果に基づき、技術移転分野・項目を絞り込み、協力形態・内容、また日本・エジプ

ト双方の投入計画（案）の検討を行った。

その後、1999 年 9 月には第 1 次短期調査を、2000 年 2 月には第 2 次短期調査を実施し、より具

体的な協力形態、技術移転分野項目、供与機材、方法、技術協力計画（案）、活動計画（案）、暫定

実施計画（案）などにつき協議し、基本的な内容については日本・エジプト双方で合意している。

2　調査団派遣の目的と成果概要

本調査は、過去 3 回にわたる調査結果を踏まえ、（1）R ／ D の内容確認、（2）PDM をはじめと

する計画管理表の確定、（3）モニタリング・評価方法の確認、（4）供与機材現地保守体制の調査・

確認をすることを主たる目的とした。

これらの調査・確認結果を R ／ D 及びM ／ D に取りまとめ、署名・交換した。
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3　主な調査内容

（1）討議議事録（R ／ D）の内容確認

（2）計画管理表の確定

1）プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）

2）技術協力計画（TCP）

3）年次技術協力計画（ATCP）

4）活動計画（PO）

5）年次活動計画（APO）

6）暫定実施計画（TSI）

7）年次暫定実施計画（ATSI）

（3）モニタリング・評価方法の確認

（4）機材現地保守体制の調査・確認

（5）A1、A2A3、A4 フォームのアドバンスコピーの取得

4　調査団の構成

�

氏　　名 担 当 分 野 所　　　　　属

佐 野 美 則 �団長・総括�

畠 中 正 人 �技術協力計画�

吉 田 千 里 �研修・機材計画Ⅰ�

梅 澤 眞 事 �研修・機材Ⅱ�

白 川 　 浩 �協力企画�

国際協力事業団　専門技術嘱託�

通商産業省　通商基礎産業局　鉄鋼課　技術振興室　
技術班長�

神鋼リサーチ（株）�
東京調査研究部　担当部長�

日本鋼管（株）総合材料技術研究所�
福山材料研究センター　主幹研究員�

国際協力事業団　鉱工開発協力部�
鉱工業開発協力第一課　職員�
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（4）Ministry of Planning

Mr. Mohemad EL － Shaw 1st under secretary

（5）Egyptian Federation for Automotive Feeding Industries

Mr. Mohamud Salah Chairman

Mr. Hassan Sakr Secretary General

（6）Egyptian Auto Feeders Union

Mr. Aly Tawfik Chairman

（7）Journalist

Mr. Hassan Zafan OKTOBAR Magazine

Mr. Shadia Abdel Rahman MIDDLE EAST NEWS AGENCY

〈日本側〉

（1）在エジプト日本大使館

城田安紀夫 公使

竹村淳一 一等書記官

山下善太郎 一等書記官

（2）JICA エジプト事務所

中村三樹男 Resident Representative

佐藤　仁 Assistant Representative

Mr. Mahmoud Abd El Halim Development Projects Coordinator

（3） 輸入関連商社

太知 （タイチ） カイロ事務所

A. Hayashi General Manager

Akio Tanaka Representative

三菱商事カイロ駐在事務所

　藤井正夫 所長

　谷内俊郎 Deputy General Manager

　Mamdouh Mishreky General Manager of General Affairs

丸紅カイロ支店

　井上勝之助 支店長

　小川晴久 General Manager of Department

伊藤忠エジプト

　Ken Matsubara Executive Directer



─ 5 ─

住友商事カイロ事務所

　保井正敏 事務所長代理

　Nagaty Louiz Aziz Marketing Manager
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第 2 章　協議結果

全般

第1 プロジェ
クト
実施機関受入
体制の調査・
確認
1 所 管 官 庁
（大臣）

2 実施機関

（1）活動概要

協議結果対処方針過去 3 回の調査結果、現状及び問題点等調査項目

・所管官庁は、科学技術省（Ministry
o f  S t a t e  f o r  Sc i en t i f i cResea r ch
and Technology）である。同大臣
は、内閣において CMRDI を代表す
る立場である。本大臣は、傘下に省
としての組織は有していないが、
CMRDI は、予算を大蔵省へ直接要
求することが可能であることなど、
活動面で高い独立性をもつ組織であ
る。

・ 科 学 技 術 省 中 央 冶 金 研 究 所
（CMRDI）
（Centra l  Meta l lurg ica l  Research
and Development Institute）

・CMRDI は、企業に対する技術サービ
スとして、10 年間に250 件の受託契
約による技術支援（含コンサルティ
ング）を実施しているほか、研修
コースを年間 20 件程度開催してい
る。
同研究所は、金属にかかる、鉱石評
価・資源選鉱、鋳造、金属加工、溶
接、試験等、幅広い技術分野につい
て企業を対象とした、研修コース、
技術支援（Technical Support）、コ
ンサルティング、新技術・プロセス

・今回の調査は、前回まで
の調査結果を基に、
（1）討議議事録（R ／D）
の内容確認
（2）計画管理表の確定
（3）モニタリング・評価
方法の確認
（4）機材現地保守体制
の調査・確認という4 点
を相手国側と協議・検
討するとともに、その
他協力開始までに整理
すべき懸案・検討事項
についても協議議事録
（M ／D）に取りまとめ、
R ／D と併せて署名・交
換を行う。
協議の必要が生じた場
合は、基本的には前回
までの調査の対処方針
及びミニッツに基づき
対応することとする。

・左記を再確認し、ミニッ
ツに記載する。

・左記を再確認し、ミニッ
ツに記載する。

・左記について再確認す
る。

・左記対処方針のとおり
エジプト側と協議し、
R ／D 及びM／D に署
名、交換した。

・左記について再確認し
た。

・左記を再確認し、ミニッ
ツに記載した。

・左記について再確認し
た。
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4　関連部門の
活動内容
（1）溶解鋳造部

（2）溶接研究部

第 2 協力案件
の概要

1 プロジェク
ト名称

2 タ ー ゲ ッ
ト・グループ
及びそのニー
ズ

（1）アルミダイ
カスト

・鋳造技術は砂型鋳造を実施してお
り、100kg 及び 400kg の溶解炉を 1
基ずつ保有し、鋳込みを実施してい
る。実際に行っている企業に対する
サービスは研修（常設コース10 コー
スと企業からの要請に応えた特設
コースが年間数件）を実施すると同
時に、技術相談やコンサルティング
をアドホックに提供してきている。
また、CMRDI スタッフが研究論文
等を作成し、出版するなどの活動も
実施している。

・本部門では試験・評価・分析等に関
し、発電所、化学プラント、パイプ
ライン等の設備、機材の非破壊検
査、障害診断及び対策提言など、企
業に対する技術サービスを実施して
いる。また、定期的研修コースとし
て「溶接及び検査」関連のコースを
6 コース設置している。このほか、今
後のためとして、「レーザ技術」の研
修コース 4 種類のカリキュラムを作
成している。

・金属加工技術向上プロジェクト
（Projec t  on  Upgrad ing  of  Meta l
P r o c e s s i n g  T e c h n o l o g y  i n  t h e
Arab Republic of Egypt）

・プロジェクトのより効率的な技術移
転のため、産業の中のニーズを調査
し、ターゲットをグループ化するこ
とが望ましい。

・エジプトにおけるダイカスト製品の
需要は、部品を中心に今後拡大する
と見込まれる。前回調査までにダイ
カスト機を導入している企業 3 社及
びダイカスト製品部品を利用してい
る企業を数社視察した結果、自動車
部品や、電気機器及び家庭用電気製
品の部品製造に本技術へのニーズが
あった。

・左記2 部門の研修コース
について、設置している
コースの数、期間、頻度、
内容、実績等について、正
確な記録を把握する必要
から、現在エジプト側に
公電にて、同情報を取り
まとめるよう依頼中。調
査中にこれを聴取のうえ、
内容をミニッツに記載す
る。

・同様に研修以外の活動
についても、聴取し、ミ
ニッツに記載する。

・左記につき、再確認し、
合意した結果をミニッ
ツに記載する。

・エジプト産業連盟やエ
ジプト鋳造者協会を訪
問し、加盟企業リスト、
研修ニーズ等を聴取す
る。プロジェクト開始
後も上記団体訪問等に
よる技術サービスの
ニーズ調査が必要な旨、
エジプト側に説明し、
フォローアップ事項に
記載する。

・左記（1）～（4）につい
て再確認し、必要があ
ればミニッツに記載す
る。

協議結果対処方針過去 3 回の調査結果、現状及び問題点等調査項目

・左記に関する資料をミ
ニ ッ ツ に 添 付
（Annex6）した。
このほか、研究論文等の
業績リストを入手した。

・左記に関する資料をミ
ニッツに添付（Annex6）
した。

・左記を再確認し、ミニッ
ツに記載した。

・エジプト鋳造者協会及
びエジプト自動車供給
協会の代表に面会し、
現状について聴取した。

・左記をエジプト側に説
明し、ミニッツの活動
部分やターゲットグ
ループの部分に関連事
項を記載した。

・左記について再確認し
た。
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2 タ ー ゲ ッ
ト・グループ
及びそのニー
ズ（続き）

（2）熱処理
　（特殊鋳型、
ADI、表面硬
化）

（3）評価試験
　（材質制御／
品質管理、溶
接継手の疲
労試験）

（4）レーザ技術

3　プロジェク
トの基本計画
（成果および活
動内容）

（1）上位目標

（2）プロジェク
ト目標

（3）成果

・事前に取り付けた回答によると、
CMRDI が想定する本分野での対外
サービス及びそのターゲットグルー
プは下記 3（5）のとおり。

・数社が既存の製品に対する必要性か
ら熱処理を実施している。しかし、
多くの企業は新製品にこの技術を適
用できず、また熱処理した製品に対
する試験技術も有していない。
CMRDI は、この分野に関する多数
の要望を受けているが、既存設備で
は制約があり対応できない。主な
ターゲット製品は歯車である。

・評価試験に関しては、自前の設備を
もてない中小企業のニーズは高く疲
労試験等に関して、CMRDI が重要
な役割を担う必要がある。

・CMRDI が本技術から想定している
技術の用途は、金属切断、溶接、表
面焼入れである。既にCMRDI は、カ
イロ大学（Cairo University）、さら
に日本を含む外国の研究所の協力の
もと、低出力レーザの医療分野への
適用に関する研究活動を開始してい
る。
企業レベルでの利用に関し、エジプ
ト側から取り付けた情報によると、
エジプト企業では、既に 7 台のレー
ザシステムが導入されており、ま
た、今後 9 台が新規に導入される予
定である。加えて、金型等が不要で
あることから、少量多品種加工の用
途で、中小企業からのニーズが高く
なることが予想できる。

・暫定的に以下のとおりとする旨、エ
ジプト側と合意している。

エジプトの金属加工産業の製造技術能
力が向上する。

CMRDI が金属加工企業に対して実施
する技術サービスの質が向上する。

0 運営体制が整備される。
1 必要な機材が整備され、適切に維
持管理される。

2 C ／ P の技術力が向上される。
3 CMRDI が金属加工企業に対し技術
サービスを提供する。

・以下（1）～（4）の内容
を再確認し、合意した
結果をミニッツに記載
する。

協議結果対処方針過去 3 回の調査結果、現状及び問題点等調査項目

・左記を再確認し、ミニッ
ツに記載した。

・左記を再確認し、R ／D
及びミニッツに記載し
た。
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3　プロジェク
トの基本計画
（成果および活
動内容）（続
き）

（4）活動

（5）企業に対す
る技術サー
ビス内容に
ついて

※ 成果 3 の技術サービスはアルミダ
イカスト分野及びレーザ切断分野
に限り実施する。

・活動については以下のとおり。
（1 －1） 計画に沿って人員を配置する。
（1－ 2） 活動計画を策定する。
（1 － 3） 予算を立案し、適正に執行す
る。
（1 －4） 運営管理システムを設立する。
（2 －1） 施設・設備改修計画を策定し、
計画に沿って実施する。
（2 － 2） 必要な機材を供与のうえ設置
する。
（2 －3） 機材を適切に運転し管理する。
（3 － 1） 技術協力計画を策定する。
（3 －2） C ／P へ技術移転を実施する。
（3 － 3） C ／ P への技術移転の結果を
モニタリング・評価する。
（4 － 1） 技術サービスの計画を策定す
る。
（4 － 2） 技術サービスを実施する。
（4 － 3） 技術サービスをモニタリン
グ・評価する。

・上記3（3）の通り、PDM のマスター
プラン上の成果 3 として、技術サー
ビスの実施を含めているが、その具
体的な内容等を確認した結果、ア
ルミダイカスト分野レーザ切断分野
では、1）研修／セミナーサービス、
2）モデリング、試作品製作サービ
ス、3）技術相談／コンサルティング
サービスの 3 種をエジプト側主体で
実施することとした。それに対し、
日本側は、エジプト側を指導・支援
する。上記各サービスの具体的内容
は以下のとおり。

1）研修／セミナーサービス
CMRDI にてカリキュラム、教材等
を準備し、定期的に、または企業の
アドホックな要望に応えて、不定期
に研修コースやセミナーを開催する
ことを主な活動内容とする。
アルミダイカスト分野では、鋳造に
関する既設の定期的研修コースに加
え新コースを設置する。
レーザ切断分野では企業からのニー
ズに応じ、個別研修を実施すること
から活動に着手する予定。

・左記3 項目6 サービスに
ついては、エジプト企
業の現状にかんがみ、
日本側案としては、左
記 2）と3）については、
あえてそれぞれの内容
を区別せず、以下のよ
うにまとめることを提
案する。各サービスに
対する評価のための指
標については別添の
PDM 案参照。これらに
つき、エジプト側に説
明し、合意した内容を
ミニッツに記載する。

1）研修／セミナーサー
ビス

2）試作サービス（レー
ザ切断のみ)

3）技術相談サービス

協議結果対処方針過去 3 回の調査結果、現状及び問題点等調査項目

・左記を再確認し、ミニッ
ツに記載した。

・左記を確認し、ミニッツ
に記載した。
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4　協力期間

5 協力開始時
期

6 技術移転分
野・項目
（1）プロジェク
ト協力分野

2）モデリング／試作品製作サービス
モデリングとは、試作品製作に入る
前段階で、ターゲットとする製品設
計・製造に関するオプションを評価
するため、いくつかのモデルや加工
手段の比較などを通して、最適方法
選択のための情報を提供することを
活動内容とする。試作品製作とは、
事前に作成（準備）した図面や加工
方法／条件を用い、ターゲットとす
る製品の試作・評価を実施すること
を活動内容とする。
なお、アルミダイカスト分野では金
型が必要になることから、モデリン
グは実施しないこと、試作品製作に
ついては、企業が金型を持参した場
合にのみ実施することをエジプト側
と確認した。

3）技術相談／コンサルティングサー
ビス
企業からの電話等による技術的質問
などに対しアドバイスを提供した
り、実際に企業に出向き工場内で問
題解析にあたるなどを主要な活動内
容とする。

・4 年間

・2000 年 10 月 1 日

・技術移転分野は以下のとおり。
　1　材質制御／品質管理
　2　鋳造
　　（1）アルミダイカスト
　　（2）特殊鋳型（シェルモールド、

コールドボックス）
　3　熱処理
　　（1）ダクタイル鋳鉄のオーステン

パー
　　（2）表面硬化（浸炭、浸炭窒化）
　4　溶接継手の疲労試験
　5　レーザ切断

・専門家投入の時期や期
間を説明するとともに、
左記について再確認し、
R ／ D に記載する。

・左記について再確認し、
R ／ D に記載する。

・左記を再確認し、R ／D
及びミニッツに記載す
る。

協議結果対処方針過去 3 回の調査結果、現状及び問題点等調査項目

・左記を再確認し、R ／D
及びミニッツに記載し
た。

・左記を再確認し、R ／D
及びミニッツに記載し
た。

・左記を再確認し、R ／D
及びミニッツに記載し
た。
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（2）各技術移転
分野・項目の
確認事項
1）材質制御／
品質管理分
野

2）アルミダイ
カスト分野
a）ターゲッ
ト製品

b）金型製作
の演習

3）特殊鋳型
（コールド
ボックス）
a）移転方法

b）ターゲッ
ト製品

4）表面硬化
（浸炭・浸
炭窒化）

5）レーザ切
断
a）実加工の
実施の有
無及び開
始時期

・本分野を他の技術移転分野共通の分
野として位置づけることとし、本分
野においても、講義に加え、実技（実
験・実習）を通じた技術移転を実施
する。

・構造および難易度の異なる 2 種類の
ターゲット製品としてボトムソケッ
ト（バス用）及びブレーキ部品（電車
用）を設定することとし、技術移転
の進捗度を測る基準とすることとし
た。

・金型設計製作の知識・理論講習の一
環として、金型コピーの製作演習を
実施する(対象製品は上記ターゲッ
ト製品案のうち、ボトムソケット用
金型）。本演習にはエジプト側保有
の施設、機材を利用する。

・日本側が供与する機材を使用し、主
に実技による技術移転を実施する。
試験片製作用の金型 1 型についても
供与することとした。

・ターゲット製品として、Coupl ing
head for pneumatic brake（カップ
リングヘッド（ブレーキ用））の中子
を設定することとした。

・有害物質であるシアン化合物の排出
を避けるため、ガス方式とすること
とした。

・基本的な理論指導及び試験切断によ
るデータ蓄積、分析、評価を通して、
C ／ P が一定の実技経験を蓄積した
段階（プロジェクト開始後、1.5 年程
度）に入れば、知見を蓄積してきた
材料から順次、研修、試作、情報提
供など、企業に対する技術サービス
実施が可能になる予定。

・左記1）～5）について再
度確認し、必要事項に
ついて、ミニッツに記
載する。

協議結果対処方針過去 3 回の調査結果、現状及び問題点等調査項目

・左記について再確認し
た。

・左記について再確認し
た。



─ 14 ─

7　技術移転方
法
（1）方法

（2）C ／ P のグ
ループ分け
（レベル分け)

（3）リーダーの
配置

（4）フォロー
アップ期間
について

8　投入
（1）日本側投入
1）専門家派
遣

a）長期専門
家

b）短期専門
家

・主な技術移転の方法として、座学、実
技、OJT（C ／P の本来業務の実施を
通じた技術移転）とすることとした。
TCP および ATCP 参照。

・プロジェクトの時間的制約、C ／P の
経歴経験の個人差等を考慮し、プロ
ジェクトの進捗にあわせ、必要に応
じ技術移転分野ごとに C ／ P をグ
ループ分け(レベル分け)する予定。
具体的には、経験の多いC ／ P が経
験の少ない C ／ P に対し e c h o
training の要領で指導し、プロジェ
クトの技術的自立発展性を促すと同
時に、将来C ／ P が転職した際の対
策とする。

・各分野ごとにリーダーC ／ P を 1 名
ずつ選出した。リーダーは各分野の
運営管理、技術的事項について責任
をもつこととしている。

・技術移転期間は協力開始から 3 年間
をあて、最後の 1 年間は技術の定着
を目的とするフォローアップ期間と
定めている。フォローアップ期間に
は、必要に応じ補完的な技術移転を
実施することとし、TCP 上では点線
で表示した。

・専門家派遣はミニッツに添付した
TSI に記載された派遣時期等に沿っ
て実施することで合意しているが、
期間や時期については暫定的であ
り、実施協議調査時にさらに調整・
見直しをする場合もあることを確認
している。

・以下の分野について長期専門家を派
遣する。
　・チーフアドバイザー
　・業務調整員
　・材質制御／品質管理
　・アルミダイカスト
　・レーザ切断

・必要に応じて派遣する。
初年度投入計画を暫定的に決定し、
ATSI に明記している。

・左記を再確認する。

・左記を再確認する。

・左記を再確認する。

・左記を再確認する。

・投入の期間や時期を確
認し、ミニッツに記載
する。

・左記について再確認し
ミニッツに記載する。

・左記について再確認し
ミニッツに記載する。

協議結果対処方針過去 3 回の調査結果、現状及び問題点等調査項目

・左記を再確認し、ミニッ
ツに記載した。

・左記を再確認し、ミニッ
ツに記載した。

・左記を再確認し、ミニッ
ツに記載した。

・左記を再確認し、ミニッ
ツに記載した。

・左記を再確認し、ミニッ
ツに記載した。

・左記を再確認し、R ／D
及びミニッツに記載し
た。

・左記を再確認し、R ／D
及びミニッツに記載し
た。
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8　投入
（1）日本側投入
（続き）

2）研修員受
入れ

3）供与機材
a）供与機材
リスト及
び機材仕
様

・年間受入人数は 0 － 3 名。
具体的な期間、時期、研修内容につ
いては専門家とエジプト側と協議す
る。研修期間は、専門家による技術
移転を優先し、1 回当たり最長 3 か
月とする。

・2000 年度研修員受入予算により、総
括責任者及び実施責任者を研修員と
して 7 月または 9 月に 2 週間程度で
受け入れる予定である。A 2 A 3
フォームのアドバンスは接到済み。

・技術移転で使用する機材について
は、CMRDI 既存の機材を最大限に
活用することとし、それ以外に必要
かつエジプト側で購入が困難なもの
について日本側が供与することと
し、供与予定の機材について合意し
た。概要は以下の通り。

ダイカスト機一式
ダイカスト用金型
コールドボックス一式
オーステンパー炉一式
浸炭、窒化設備一式
フォーマスター全自動変態測定装
置
疲労試験機一式
動ひずみ測定器一式
X － T レコーダー一式
輪郭形状測定器一式
放射温度計
レーザシステム

・これら機材の仕様をミニッツに記載
している。仕様の精度を高め、
R ／D 調査団帰国後すぐに調達手続
を開始できるよう準備する予定。

（参考）供与機材総額は3 億1700 万円。
（据付技師の技術費、梱包費及
び国内輸送費を含む。海外輸送
費は別）

・左記について再確認し
ミニッツに記載する。

・左記受入実施につき具
体的な時期・期間、研修
内容、訪問先等を確認
し、受入準備をする。

・左記機材リスト等を再
度確認する。

・プロジェクト終了後も
エジプト側が独自にメ
ンテナンス可能である
ことが肝要であること
から、現地調達可能な
安価な機材はエジプト
側が調達するという原
則に基づき、現在供与
予定の機材のうち、ホ
イスト等についてはエ
ジプト側にて調達する
ことを新たに申し入れ
たうえ、協議し、結果を
上記機材リストに反映
させる。

・下記の原則についてエ
ジプト側に再確認し、
改めてミニッツに記載
する。
（原則）
日本側が供与する機
材は、プロジェクト
の技術移転の道具で
あり、必要最小限に
留めること。した
がって今次調査中に
合意した供与機材の
みを協力期間中に供
与し、それ以上に主
要機材を供与する予
定はないこと。
また、エジプト側の
自立発展性を促すた
め、供与後の機材に
対する消耗品・スペ

協議結果対処方針過去 3 回の調査結果、現状及び問題点等調査項目

・左記を再確認し、ミニッ
ツに記載した。

・左記を確認し、暫定的な
研修スケジュールを作
成した。今後、国内委員
会事務局を中心に、詳
細日程案作成等受入準
備を進める予定。

・左記を再確認し、ミニッ
ツに記載した。

・左記を確認し、機材リス
トに反映した。

・左記を再確認し、ミニッ
ツに記載した。
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4）供与機材
の 運 営 管
理、メンテ
ナンス体制
の現地対応
について
a）消耗品、
ス ペ ア
パーツ、
メンテナ
ンスサー
ビス等の
現地調達
ルートの
調査

b）機材レイ
アウトの
作成

・供与機材を納入・設置 した後は、必
要となる材料、消耗品、スペアパー
ツ、手工具、周辺機材、メンテナン
スサービス等は原則としてエジプト
側の負担で現地にて調達することを
エジプト側に対し説明しCMRDI か
らも同意を得ている。よって、本邦
から供与する予定の機材について
も、調達条件として、機材納入後現
地にてメンテナンス対応が可能であ
ることを条件とすることとした。
これら現地調達について事前に本邦
で調査した結果は別添資料のとお
り。

・現時点で判明しているレベルで、機
材レイアウト図を作成した。機材レ
イアウトの詳細は、調達する機材の
仕様が確定してからでないと、作成
できないため、仕様が確定次第、日
本側がエジプト側に連絡し、機材レ
イアウトを作成していくこととし
た。

アパーツ調達・メン
テナンスサービス、
修理、校正、検査等に
ついては、エジプト
側の負担で実施する
こと。このため、エジ
プト側は消耗品、部
品、保守等に関し、エ
ジプト国内か、近隣
諸国からの調達可能
性を調査し必要な手
段を講じること。

・今次調査中に現地の代
理店、および納入業者
等から、左記に関し調
査する。
機材の現地調達が可能
と思われる現地代理店
が存在する場合は下記
についても確認する。

a）納期
b）本邦調達との比較
も踏まえた価格

c）現地調達の優位性
d）契約条件
e）その他調達事情

・左記を再確認する。

協議結果対処方針過去 3 回の調査結果、現状及び問題点等調査項目

・左記について調査した。
調査結果は調査員報告
に記載した

・左記を再確認し、ミニッ
ツに記載した。
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3）施設・設備
a）技術移転
実施サイ
ト

b）拡張工事
状況及び
機材レイ
アウト

c）供与機材
設置場所
の整備

d）機材管理・
保守体制

e）専門家執
務室

・既存ワークショップの一部、及び隣
接した新規拡張棟を使用する。

・上記新規拡張棟の建設工事は 1999
年 9 月に完工しており、一部最終内
装を除き、基礎的な配電、ガス配管
等はおおむね終了している。
今後、落札業者が決定し、機材の詳
細仕様が確定し次第、日本側はエジ
プト側に内容を報告し、それをもっ
てエジプト側が詳細レイアウトを作
成する。

・ダイカスト機やレーザ機等について
は、供与機材受入れのためのエジプ
ト側の措置として、分電板の設置、
安定した水の供給、二重ドアを有す
るクリーンルーム等の設置が必要と
なる。
これらプロジェクトサイトの詳細な
準備事項についてエジプト側に説明
し、合意を得ている。

・前回調査までにCMRDI の既存機材
については機材リスト（稼働、メン
テナンス状況を含む）を作成してい
る。

・上記既存機材のうち、プロジェクト
に利用するアイテムは確認してお
り、さらにエジプト側がプロジェク
ト用に新規に購入する機材等につい
ては、機材リストを作成し、確認済
み。

・同拡張棟の一部をチーフアドバイ
ザー、業務調整員の執務室として割
り当てる。
また、他の専門家に対しては、当該
分野のC ／ P の執務室内に必要な事
務機器を含め、執務スペースを割り
当てるとの説明がエジプト側から
あった。

・専門家執務室用に空調設備、電話線、
インターネットサービス等を提供す
る用意をエジプト側が進めており、
プロジェクト開始前までに、整備す
る予定。

・左記を再確認する。

・左記を再確認し、ミニッ
ツに記載する。

・左記を再確認し、ミニッ
ツに記載する。

・左記を再確認する。

・さらに必要となる細か
い資機材等のエジプト
側負担分について、必
要なものがあれば、確
認したうえで、それぞ
れに期限を設定し準備
するように依頼し、ミ
ニッツに記載する。

・専門家執務室は、効果的
な技術移転のため、で
きるだけ日本人専門家
とC ／P が共有できるス
ペースとする旨をエジ
プト側に説明し、C ／P
及び専門家の執務室の
場所を確認し、ミニッ
ツに記載する。

・左記を再確認し、ミニッ
ツに記載する。

協議結果対処方針過去 3 回の調査結果、現状及び問題点等調査項目

・左記に関する資料をミ
ニッツに添付（Annex8）
した。

・左記を再確認し、ミニッ
ツに記載した。
左記に関する資料をミ
ニッツに添付（Annex
22）した。

・左記を再確認し、ミニッ
ツに記載した。
左記に関する資料をミ
ニッツに添付（Annex8
及び Annex 22）した。

・左記について再確認し
た。

・左記を再確認し、ミニッ
ツに記載した。
左記に関する資料をミ
ニッツに添付（Annex
19 及び Annex  22）し
た。

・左記を再確認し、ミニッ
ツに記載した。
左記に関する資料をミ
ニ ッ ツ に 添 付
（Annex9）した。

・左記を再確認し、ミニッ
ツに記載した。
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9　プロジェク
ト運営管理諸
表
（1）モニタリン
グ・評価

（2）C ／ P への
技術移転進
捗状況の把
握

・エジプト側に対して、計画、実施、モ
ニタリング、評価の一連の過程を管
理するためにPDM、評価5 項目を用
いて評価することを説明し、理解を
得ている。

・全技術移転分野において、各技術移
転項目ごとにC ／ P の達成度をモニ
ターし、モニターシートを適用する
こととした。また、技術協力のモニ
ターシートのサンプルをミニッツに
添付し、「知識を有する」「自力でで
きる」レベルまでは全ての技術移転
分野においてモニターするものの、
「教えることができる」「問題を解決
できる」レベルまではアルミダイカ
ストとレーザー切断分野のみモニ
ターする旨提案し、エジプト側から
も了承を得た。
技術移転進捗状況の把握につき、ア
ルミダイカスト、レーザ切断分野に
のみ、ターゲット製品等の技術的指
標を用いることとし、PDM にも記
載している。

・左記を再度説明し、ミ
ニッツに記載する。

・左記を再度確認し、モニ
タリング、評価で使用
する共通フォーマット
について協議し、ミ
ニッツに記載する。

・実技による技術移転開
始後の早い時期に、運
営指導チームを派遣し、
評価項目や評価指標に
ついて内容を見直す旨
をエジプト側に再度説
明する。

協議結果対処方針現状および問題点調査項目

・左記を再確認し、ミニッ
ツに記載した。

・左記を再確認し、ミニッ
ツに記載した。

・左記を再確認し、ミニッ
ツに記載した。
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・第 2 次短期調査において、以下の計
画管理表（案）を作成し、ミニッツに
添付した。

・プロジェクト・デザイン・マトリッ
クス（PDM）

・技術協力計画（TCP）
・2000 年度年次技術協力計画（ATCP）
・活動計画（PO）
・2000 年度年次活動計画（APO）
・暫定実施計画（TSI）
・2000 年度年次暫定実施計画（ATSI）

・前回調査時にR ／D のサンプルをミ
ニッツに添付した。

・同委員会の目的・メンバーについて
協議した結果、商工省、企画庁、産
業界関係者の代表を含めることを合
意している。これに関連し、エジプ
ト産業連盟（Egypt ian  Federa t ion
of Industries） の代表をメンバーに
加えることにした。

・必要に応じて、エジプト
側と協議の上、左記を
見直し、ミニッツに添
付する。

PDM
・成果について企業に対
する技術
サービス実施に関し、
評価指標案を説明し、
結果をミニッツに記載
する。
T C P 及び 2 0 0 0 年度
ATCP

・技術移転計画を再度説
明し、ミニッツに記載
する。
PO 及び2000 年度APO
・対外サービスの開始時
期等について、再度エ
ジプト側に説明し、合
意を取り付け、ミニッ
ツに記載する。

・APO の各活動につい
て、責任者及び投入を
明確にし、プロジェク
トチーム及びC ／P の間
で、その内容を確認し、
ミニッツに記載する。
TSI 及び 2000 年度ATSI
・専門家派遣期間をエジ
プト側に説明し、ミ
ニッツに記載する。

・R ／D 案について、第2
の協議事項を踏まえて
エジプト側と協議し、
同意を得、署名・交換す
る。

・左記を再確認し、ミニッ
ツに記載する。

協議結果対処方針現状および問題点調査項目

・左記を再確認し、ミニッ
ツに記載した。

・左記について協議し、
R ／ D に署名・交換し
た。

・左記を再確認し、R ／D
及びミニッツに記載し
た。

第 3　その他
1　計画管理表

2　R／D（Rec-
o rd of  Dis-
cussions ＝
討議議事録）

3　合同調整委
員会（JCC）
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4　他の試験所
とのデマケ

5　他国の援助
機関、国際機
関等との協力

6　業界、学会
との連携

7　共通フォー
マット

・事前調査の際に、CMRDI と同じヘル
ワン市に所在する工業省傘下のテビ
ン冶金研究所（Tebb i n  I n s t i t u t e
forMetallurgical Studies）が類似の
研究所としてあげられるが、現在は
省エネルギーや汚染対策に関する企
業関係者のトレーニングを中心とし
て活動しており、CMRDI と重複す
る活動は行われていない旨、エジプ
ト側から説明あり。

・主要な他国からの援助については以
下のとおり。

（1）オランダ （TNO：応用科学研究
所、独立行政法人）
既存の実験鋳造工場 （experimental
foundry shop） 設立。砂型鋳造、
金属切断の研究開発

（2）アメリカ （USAID）
シェルモールド、小型ロストワッ
クス精密鋳造設備の供与

（3）カナダ（CIDA）
中小企業に係る実地調査

（4）韓国（KOICA）
中小企業運営に関する研修また、
事前調査前に、KOICA に対して新
規の技術協力の要請を検討してい
る旨の情報があったが、事前調査
時の際に、エジプト側は現在これ
を検討していない旨を確認した。

・エジプト鋳造者協会（Eg y p t i a n
Foundrymen Association）等、本案
件の技術移転分野に関連した業界団
体の一部は、設立に際して CMRDI
が支援している。また、エジプト標
準化機構（Egyptian Organizat ion
of Standardizat ion）との関連も深
い。

・プロジェクトの実施やモニタリング
のために、下記にあげた共通フォー
マットをマイクロソフト・オフィス
等のソフトウェアを使って作成する
こととし、下記のうち、（3）,（4）,（5）
を作成し、ミニッツに添付した。そ
れ以外のフォーマットについては実
際にプロジェクトが開始してから、
ニーズ調査等を実施する中で、
C ／ P とともに作成することとし
た。

・左記を再確認する。

・左記を再確認する。

・左記を再確認する。

・左記共通フォーマット
のうち、作成している
ものについて要すれば
見直し、ミニッツに添
付する。

協議結果対処方針現状および問題点調査項目

・左記について再確認し
た。

・左記について再確認し
た。

・左記を再確認し、よい関
係を継続する必要があ
る旨をミニッツに記載
した。

・左記を再確認し、ミニッ
ツに記載した。



─ 22 ─

8　広報

9　専門家の生
活環境

10　共通言語

11　その他
チーフアド

バイザー

（1）CMRDI のサービスに対する顧客
リスト

（2）プロジェクトの成果を全国的に普
及するうえでCMRDI が協力すべ
き研究機関等のリスト

（3）ターゲット製品による技術移転度
評価表
（カウンターパートの技術力モニ
ターシート）

（4）レーザ切断分野に利用するデータ
シート

（5）技術協力のモニターシート
（6）プロジェクトで実施する各種サー

ビスの記録
（7）写真付きの機材管理台帳
（8）研修コース受講者、技術情報サー

ビス受益者（組織・個人）への質問
表

・第 2 次短期調査では、広報の重要性
を説明し、エジプト側の理解を得る
とともに、実施協議調査時のR ／D
署名式の際にプレスリリースをする
提案がエジプト側よりなされた。帰
国後、エジプト事務所を通して
MOFA の意向確認と、R ／D 署名式
のプレスリリース（案）を取り付け
中。

・特に問題となる状況は確認されてい
ない。

・プロジェクトで利用する共通言語を
英語とすることを確認しミニッツに
記載した。

　エジプト側より、プロジェクトのス
ムーズかつ効果的な運営のため、
チーフアドバイザーとしては、英語
力を有し、技術的な知識もある程度
持ち合わせている人の人選を強く要
望してきたため、ミニッツに記載
し、帰国後その旨日本側協力機関に
報告した。

・現在エジプト側からプ
レスリリース（案）は未
接到。
ただし、R ／ D 調印の
ウィットネスとしては
科学技術大臣を招待す
る予定であることを事
務所から聴取している。
MOFA やエジプト事務
所の意向により、プロ
ジェクトコストは公表
しないことが原則だが、
基本的にエジプト側が
申し出ているプレスリ
リースに対応すること
とする。

・左記を再確認する。

・左記を再確認する。

・要すれば、日本側におい
ては、関係機関に対し、
適格な人選を依頼して
いる旨、エジプト側に
説明する。

協議結果対処方針現状および問題点調査項目

・本調査団長、JICA エジ
プト事務所長、CMRDI
所長によるプレスリ
リースを行った。

・左記について再確認し
た。

・左記を再確認し、ミニッ
ツに記載した。

・左記について説明した。
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第 3 章　調査団所見

1 エジプトでは、第 4 次国家開発 5 か年計画（1997 － 2002）のもと、慢性的な貿易赤字の解消

のために輸出産業の投資促進策を導入し、（1） 非効率な公的企業の民営化による民間セクターの

GDP 構成比の拡大 （90％以上）、（2） 民間セクターの生産の年率 10％拡大等を図ることとし、こ

のために自動車部品、一般機械部品製造などの裾野産業を構成する中小企業の技術レベルの向

上と振興が国家計画の最優先課題となっている。したがって、当プロジェクトの実施はエジプト

の金属加工産業の製造能力の向上に資することが期待され、その成果が注視されている。

2 当プロジェクトの実施機関である中央冶金研究所 （CMRDI） は 1985 年に設立され、鉱石評価・

資源選鉱、冶金、金属加工、溶接及び管理の 5 部門からなり、約 500 人の人員（うち、140 人が

研究員）を有する科学技術省所属の研究機関で、研究・開発の実施のみならず中小企業を中心と

した民間企業への技術指導（過去 10 年間に 250 件の受託契約と毎年定期的に 20 件の研修コース

を実施）を有料で活発に実施している当該分野の中核的指導機関である。これまで、JICA をは

じめ、アメリカのUSAID、カナダのCIDA、韓国のKOICA 等の海外援助機関と協力実績がある

ほか、国内では関連業界、学会との緊密な連携を構築してきている。

さらに、同研究所は開発途上諸国の同種の研究所と比較して研究員（140 人のうち、約 46％に

相当する 65 人がPh.D. 取得者）の学歴も格段に高く、人材が豊富にそろっているところから、我

が方からの技術移転に対する C ／ P の技術吸収能力は相当高いレベルにあると推察され、この

ため効率的かつ効果的な技術協力の実施が期待できるものと思われる。

さらに、同研究所と JICA との技術協力の歴史は 15 年程前にさかのぼり、この間の JICA の協

力をエジプト側は高く評価している。最近では、1997 年 4 月から本年 4 月まで専門家チーム派

遣として「薄板金属加工における総合品質管理技術の導入」が実施された。このような JICA と

の長期間にわたる技術協力の実績は本プロジェクトの今後の円滑な実施に大きく資するものと

思料される。

3 同研究所における本プロジェクトの受入体制については、全く問題はなく、供与機材設置の

ための別棟及び JICA 専門家執務室もエジプト側の迅速な対応により現時点でほぼ完成の状態に

ある。このことからもエジプト側の本件実施に対する積極的な意欲と姿勢が汲み取れた。

4 今次調査団のエジプト訪問の模様は同国の著名な全国紙であるAl － Ahram 紙（アラビア語）

及び Egyptian Gazet te 紙（英語）に 4 月 4 日付で報道され、また翌 4 月 5 日の R ／ D 及び

M ／D の署名・交換式の席には、テレビを含む報道関係者が同席した。これらの報道ぶりから
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も、エジプト側の本プロジェクト実施に対する関心の高さが感じられ、このことが深く印象に

残った。

5　 本プロジェクトは来る 10 月 1 日から 4 年間実施されるが、日本側としても機材供与は初年度

に一括供与とするなど前向きに対応し、一方、専門家の人選と研修員の国内研修に関しては、国

内支援委員会を中心に適切な措置が講じられることになっている。本プロジェクトの所期の目

標達成と成功裏の引き渡しには、エジプト側ニーズに可能な限り合致するよう、本プロジェク

ト関係者の更なるご支援とご指導が不可欠である。

謝辞

今次調査団は 1999 年 4 月の事前調査、同年 9 月の第 1 次短期調査及び 2000 年 2 月の第 2 次短

期調査の過去 3 回にわたる調査結果を踏まえて本年 3 月 31 日から 4 月 7 日まで派遣された。

エジプトにおける中央冶金研究所 （CMRDI）等との本件実施に係る協議は実質わずか 4 日間と

いう短い日程にもかかわらず、これまで上記の調査が必要かつ十分に行われていた結果、R ／D 及

びM／ D の内容に関し、ほぼ当方の原案どおり先方と合意に達することができた。

過去の調査においては、現地において制約と困難も少なからず存在したと思われるが、これら

の調査において終始精力的に正確な情報の入手に努力された調査団員の方々並びに本プロジェク

トに当初からご指導いただいた外務省、通産省、在エジプト日本大使館及び JICA エジプト事務所

の関係者の方々のご尽力と熱意に対し、今次調査を終了するにあたり、ここに記して深い敬意と

謝意を表明する。

最後に、今後、本プロジェクトの円滑な実施に向けて、引き続きご指導とご支援を切にお願い

する次第である。



付　属　資　料

1　討議議事録（Record of Discussions：R ／ D）

2　協議議事録（ミニッツ）

3　案件関連の新聞記事

4　機材・研修計画調査団員報告






































































































































































































	メニューへ戻る
	表紙
	序文
	写真
	プロジェクト・サイト位置図
	目次
	第1章 実施協議調査団の派遣
	1 調査団派遣の背景と経緯
	2 調査団派遣の目的と成果概要
	3 主な調査内容
	4 調査団の構成
	5 調査日程
	6 主要面談者

	第2章 協議結果
	第3章 調査団所見
	付属資料
	1 討議議事録（Record of Discussions：R／D）
	2 協議議事録（ミニッツ）
	3 案件関連の新聞記事
	4 機材・研修計画調査団員報告


